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１．企１．企１．企１．企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況
ＤＮＰグループは、当社及び子会社１１１社、関連会社９社（平成16年 9月 30日現在）で構成され、

印刷事業及び清涼飲料事業において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼

飲料に関連する事業活動を行っております。

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。

【印刷事業】

≪情報コミュニケーション部門≫

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     大日本製本㈱、㈱エスピー大日本、大日本アート㈱、大日本オフセット㈱、

㈱大日本テクタス市谷、㈱大日本トータルプロセス市谷、㈱大日本トータ

ルプロセス長岡、㈱大日本トータルプロセスビーエフ、㈱大日本トータル

プロセス前橋、㈱大日本物流システム市谷、㈱大日本物流システム商印、

大日本ユニプロセス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ、㈱ディー・

エヌ・ピー・テクタスビーエフ、㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム、

㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ、㈱ディー・エヌ・ピー・メディア

クリエイト、㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト関西、㈱マルチ

プリント、㈱和幸社

(製 造・販 売)     テン・ワ・プレス（プライベート）リミテッド

(販売・サービス)     大日本開発㈱、㈱ダイレック、マイポイント・ドット・コム㈱

　　　　　　　　　 ※ 教育出版㈱

≪生活・産業部門≫

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、産業資材等の製造・販売

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     ㈱アイ・エム・エス大日本、相模容器㈱、大日本カップ㈱、大日本印刷建

材㈱、大日本印刷テクノパック㈱、大日本印刷テクノパック関西㈱、大日

本印刷テクノパック横浜㈱、大日本エリオ㈱、大日本ポリマー㈱、ディー・

エヌ・ピー産業資材㈱、㈱ＤＮＰテクノパック東海

(製 造・販 売)     大日本樹脂㈱、大日本包装㈱、㈱アセプティック・システム、ピー・ティ

ー・ディー・エヌ・ピー・インドネシア、ディー・エヌ・ピー・アイ・エ

ム・エス・アメリカ・コーポレーション、ピクセル・マジック・イメージ

ング・インコーポレーテッド
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≪エレクトロニクス部門≫

電子精密部品等の製造・販売

   ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱、大日本印刷プレシジョンデバイ

ス㈱、大日本エルエスアイデザイン㈱、大日本ミクロテクニカ㈱

(製 造・販 売)     アドバンスト・カラーテック㈱、ディー・ティー・サーキットテクノロジ

ー㈱、ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱、ディー・エヌ・ピ

ー・タイワン・カンパニー・リミテッド、ディー・エヌ・ピー・デンマー

ク・エー・エス、ディー・エヌ・ピー・エレクトロニクス・アメリカ・エ

ル・エル・シー、ディー・エヌ・ピー・フォトマスク・ヨーロッパ・エス・

ピー・エー

　　　　　　　　　　※ ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

＜その他、複数の事業を行う関係会社＞

(製 造・販 売)     北海道大日本印刷㈱、東北大日本印刷㈱、東海大日本印刷㈱、四国大日本

印刷㈱、九州大日本印刷㈱、ザ・インクテック㈱、㈱ディー・エヌ・ケー

(販売・サービス)     ㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス、大日本商事㈱、㈱ディー・エヌ・

ピー・ファシリティサービス、大日本印刷アカウンティングシステム㈱、

ディー・エヌ・ピー・コーポレーション・ユー・エス・エー、ディー・エヌ・

ピー・アメリカ・エル・エル・シー、ディー・エヌ・ピー・ホールディング・

ユー・エス・エー・コーポレーション

【清涼飲料事業】

≪清涼飲料部門≫

　　清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・

販売しております。

　　なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。

　（注）※ 持分法適用関連会社



－3－

　　　　　　　　　　　 顧　　客

大日本製本㈱
㈱エスピー大日本
大日本アート㈱
大日本オフセット㈱
㈱大日本テクタス市谷
㈱大日本トータルプロセス市谷
㈱大日本トータルプロセス長岡
㈱大日本トータルプロセスビーエフ
㈱大日本トータルプロセス前橋
㈱大日本物流システム市谷
㈱大日本物流システム商印
大日本ユニプロセス㈱
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･グラフィカ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･テクタスビーエフ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･デジタルコム
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･データテクノ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･メディアクリエイト
㈱ ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト関西
㈱ＤＮＰデータテクノ関西
㈱マルチプリント
㈱和幸社

【事 業 系 統 図】

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

【清涼飲料部門】

（注）　※　：持分法適用関連会社
　　　　　　：製品・材料・サービスの流れ

【生活・産業部門】【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】 【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】

印 刷 事 業
清涼
飲料
事業

（製造）

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

（
製
造
・
販
売
）

P.T.ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ IMS ｱﾒﾘｶ Corp．
ﾋﾟｸｾﾙ･ﾏｼﾞｯｸ･ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ,Inc.

（製造・販売）

ﾃﾝ･ﾜ･ﾌﾟﾚｽ(Pte.)Ltd.

（製造・販売）

ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾀｲﾜﾝ Co.,Ltd.
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾃﾞﾝﾏｰｸ A/S
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｱﾒﾘｶ,LLC
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾌｫﾄﾏｽｸ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ SpA

（製造・販売）

　　大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱

北海道大日本印刷 ㈱　 　   東北大日本印刷 ㈱
東海大日本印刷 ㈱ 　四国大日本印刷 ㈱
九州大日本印刷 ㈱

大日本印刷ファインエレクトロニクス ㈱
大日本印刷プレシジョンデバイス㈱
大日本エルエスアイデザイン㈱
大日本ミクロテクニカ㈱

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｶﾗｰﾃｯｸ ㈱
ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ｻｰｷｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ㈱
ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ ㈱
※ ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ㈱

大日本樹脂㈱
大日本包装㈱
㈱ｱｾﾌﾟﾃｨｯｸ･ｼｽﾃﾑ

大日本開発㈱
㈱ダイレック
ﾏｲﾎ ｲ゚ﾝﾄ･ﾄ゙ ｯﾄ・ｺﾑ ㈱
※ 教育出版㈱

（販売・サービス提供） （製造・販売）
（製造・販売）

（製造・販売）

ザ・インクテック ㈱　　　　　　　　　　　　㈱ ディー・エヌ・ケー　　　　　 　　　　　　　　　　　　      　　 （製造・販売）
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ロジスティクス　　　　  　大日本商事㈱　　　                      ㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ﾌｧｼﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ　　　　　　　　　大日本印刷ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ㈱
ディー・エヌ・ピー・コーポレーションＵＳＡ　　ディー・エヌ・ピー・アメリカ,ＬＬＣ　   ディー・エヌ・ピー・ホールディングＵＳＡ    Corp． （販売・サービス提供等）

（製造）

㈱アイ・エム・エス大日本
相模容器㈱
大日本カップ㈱
大日本印刷建材㈱
大日本印刷テクノパック㈱
大日本印刷テクノパック関西㈱
大日本印刷テクノパック横浜㈱
大日本エリオ㈱
大日本ポリマー㈱
ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ産業資材㈱
㈱ＤＮＰテクノパック東海

（製造）

（平成16年9月30日現在）
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２．２．２．２．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針                        

（１）会社の経営の基本方針

　　　ＤＮＰグループは、２００１年に「２１世紀ビジョン」を策定し、経営理念として「２１世紀の知

的に活性化された豊かで創発的な社会に貢献する」ことを掲げ、顧客や生活者への新たな価値の提供

を通じて、安定的に成長していくことを目指しています。

　　　創発とは、個々が刺激し合うことによって新しい価値を生み出し、それが全体に作用して、さらに

個々を高めていくという状態を意味します。このような「創発的な社会」では、多様な価値観を持っ

た人々が、相互に刺激し合い、新しい価値を創り出していきます。

　　　この経営理念に基づいて「事業ビジョン」を策定し、コンセプトワーズとして「Ｐ＆Ｉソリューシ

ョンＤＮＰ」を定めました。これは、創業以来培ってきた印刷技術（Printing　Technology＝Ｐ）と

１９７０年代前半から取り組み、蓄積してきた情報技術（Information  Technology＝Ｉ）を融合さ

せ、独自のソリューションを顧客に提供していこうという意思を表しています。

　　　顧客と生活者の課題を解決するところに利益の源泉があるとの考えに立ち、グループの総合力を発

揮して「ＤＮＰ」ブランドの確立を図り、Ｐ＆Ｉソリューションの実現に取り組んでいきます。

　　　また、２１世紀にふさわしい創発的な企業として社員一人ひとりの意識を改革し、株主の皆様や顧

客、生活者、社員などあらゆるステークホルダーから高い信頼を得られるよう事業活動を進めるとと

もに企業文化の変革を進めていきます。

　その一環として、企業の社会的責任（ＣＳＲ：Corporate  Social  Responsibility）については、

経営の重要課題の一つとして捉え、法令や企業倫理の遵守はもとより、地球環境との共存、人間尊重、

社会との調和など誠実な企業活動に努めてきました。２００４年１０月には新たにＣＳＲ委員会とＣ

ＳＲ推進室を開設し、グループを挙げて社会から信頼される企業活動を遂行できるようその体制を強

化しました。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

　　　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けています。利益の配分については、

株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行していきます。また、

将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図ります。

　　　内部留保金については、財務体質の強化とあわせて、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる

投資及び新規事業展開を図るための設備投資などへの必要資金、また、市場動向に応じた機動的な自

己株式の取得にかかわる資金等に充当いたします。これらは将来にわたる会社の体質強化と利益の向

上に寄与し、株主の皆様への利益の還元に貢献するものと考えています。

　　　この方針に基づき、当中間期の配当金は、１株につき１０円５０銭とさせていただきます。当期末

の配当金につきましては、１株につき１０円５０銭を予定しておりますので、年間配当金は２１円と

なる見込みです。
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（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

　　　当社は、株式投資単位の引き下げが、個人投資家の株式保有を促進する有効な施策であり、資本政

策上の重要課題であると考えていますが、その実施については、株式市場の動向や投資単位の趨勢な

どを総合的に判断して検討していきます。

（４）中長期的な会社の経営戦略

　　　ＤＮＰグループは、「２１世紀ビジョン」に基づき、中長期の安定的な成長を実現するため、引き続

き事業構造改革とコスト構造改革を推進していきます。

　　　事業構造改革については、印刷技術と情報技術を融合し、グループの総合力とコーディネート機能

を生かした独自のソリューションを提供していきます。さらに、印刷ビジネスのノウハウを活用して

新しいビジネスモデルやシステムを提案し、顧客の課題を解決していきます。

　　　既存事業については、将来を見据えて成長性と収益性の観点から思い切った見直しを進め、戦略分

野へ経営資源の重点配分を行い、コアとなる強みのある製品やサービスを提供していきます。地方で

の活動については、それぞれの市場・顧客のニーズへの対応や地域の特性に合った製品・サービスを

円滑に提供できるよう、製販一体となった体制への再編を進めるなど柔軟に取り組んでいきます。

　　　新規事業については、先端的で独自性のある技術や製品の開発を強力に推進し、情報セキュリティ

ーやＩＣタグ、バイオ、エネルギー分野などの開拓を進めるとともに、事業化のスピードアップを図

っていきます。

　　　このような事業構造改革を促進するため、国内、海外を問わず強みを持った企業とのアライアンス

やＭ＆Ａなどにも取り組んでいきます。

　　　次にコスト構造改革については、これまでもたゆみない改善を進めてきましたが、さらに強い

体質を持った製造体制の確立を目指しています。ＤＮＰグループは、２００２年４月より「モノ

づくり２１活動」を展開して、体質強化に取り組んできました。その活動の一層の強化を図るた

め、これまでの活動を水平展開することによって、全社的に歩留まりの向上やリードタイムの短

縮、製品在庫や仕掛品の削減を促進して、コスト競争力を強化していきます。

　　　この他、ＣＳＲ活動の一環として、省エネルギーや産業廃棄物削減など環境保全活動に積極的

に取り組むとともに、製品設計の段階から流通や廃棄における環境効率を重視した環境配慮製品

の開発に努めていきます。また、住空間環境測定など、これまで蓄積してきたノウハウを生かし

た環境対応ビジネスの事業開発を推進して、持続可能な循環型社会に貢献する環境経営を実践し

ていきます。
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（５）会社の経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策

　　　ＤＮＰグループは、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たし、社会から信頼されることが、今後

の事業競争力の向上に不可欠であると認識しています。そのためには、コーポレート・ガバナン

スの充実は、経営上の重要課題であると考えています。

　　　取締役会は、社外取締役１名を含む３５名で構成されており、会社の重要な業務執行の決定を行う

とともに、各取締役の職務の執行状況を監督しており、原則として月１回開催されています。

　　　監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成されており、各監査役は、本社、事業部及び子会社

に対する監査の分担など、密接に連携してその職務を遂行しています。２００３年５月の業務監査委

員会の新設とともに、人員の増強が図られた監査部は、各監査役とも緊密な情報交換を行っています。

なお、社外取締役、社外監査役とも、当社との利害関係はありません。

　　　社員の行動規範としては、１９９２年に制定され、２００２年６月に改訂された「ＤＮＰグループ

行動憲章」において、法および社会倫理に基づいて行動することを明らかにしており、その定着、浸

透のための推進組織として、グループ全組織に企業倫理行動委員会を設置しています。２００２年１

０月には、コンプライアンス体制のさらなる充実を目指して、社員の相談窓口として「オープンドア・

ルーム」を開設しました。

　　　また、環境委員会、製品安全委員会、情報セキュリティ・個人情報保護推進委員会など各種の委員

会は、社会から信頼される企業づくりを目指して、地球環境の保全、製品の安全性確保、個人情報に

代表される情報セキュリティの推進体制の構築等、それぞれの課題に対応しています。

　　　さらに、２００４年１０月に新設したＣＳＲ委員会とＣＳＲ推進室の活動を通して、ＣＳＲに関す

る社会動向を踏まえたＤＮＰグループにおける課題の抽出、改善への取り組みを積極的かつ継続的に

進めてまいります。

３．３．３．３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）当中間期の業績の概況

　　　当上半期のわが国経済は、個人消費が増加基調となり、民間設備投資や輸出も引き続き好調に推移

するなど緩やかな景気回復が続きました。

　　　しかしながら、印刷業界においては、印刷需要の伸び悩みや競争激化による受注単価の下落、原材

料価格の値上がりなど、経営環境は厳しさを増しました。

　　　このような中、ＤＮＰグループは積極的な営業活動を展開するとともに、「事業構造改革」と「コス

ト構造改革」を強力に推進し、業績の確保に努めました。

　　　その結果、当中間期の連結売上高は６，８２８億円（前年同期比 3.6％増）、連結中間営業利益は

６２１億円（前年同期比 42.8％増）、連結中間経常利益は６３０億円（前年同期比 55.9％増）、連結

中間純利益は２８１億円（前年同期比 25.4％増）となりました。
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　　　セグメント別の状況については、以下のとおりです。

【印刷事業】

　・情報コミュニケーション部門

　　　書籍・定期刊行物関連は、長引く出版不況の影響により、週刊誌・月刊誌などの定期刊行物、書籍

がともに減少しました。

　　　商業印刷物関連では、顧客に対する積極的な販促支援活動が奏功し、チラシ、カタログ・パンフレ

ット、ＰＯＰなどが増加しました。

　　　ビジネスフォーム関連は、帳票類や通帳などの金券類は減少しましたが、パーソナルメールなどの

ＩＰＳやＩＣカードは前年を大きく上回りました。

　　　その結果、部門全体の売上高は、３，０５９億円（前年同期比 0.4％増）、営業利益は、２３１億円

（前年同期比 26.1％増）となりました。

　・生活・産業部門

　　　包装関連は、ペットボトルの第一次成型品プリフォームや軟包装材は増加しましたが、紙カップや

機器類は前年を下回りました。

　　　建材関連は、環境・健康に配慮した新製品などが寄与し、堅調でした。

　　　産業資材関連は、カラープリンター用インクリボンや、各種光学フィルムなどが引き続き好調に推

移しました。

　　　その結果、部門全体の売上高は、２，１６８億円（前年同期比 1.2％増）、営業利益は、１８６億円

（前年同期比 21.5％増）となりました。

　・エレクトロニクス部門

　　　エレクトロニクス関連は、液晶カラーフィルターが、引き続きパソコンモニターやテレビ向けなど

の需要増により大きく伸長し、フォトマスクも国内・海外向けともに増加しました。プロジェクショ

ンスクリーンについては、海外生産拠点の生産寄与もあり好調でした。

　　　その結果、部門全体の売上高は、１，３１８億円（前年同期比 19.6％増）、営業利益は、２３３億円

（前年同期比 73.8％増）となりました。

【清涼飲料事業】

　・清涼飲料部門

　　　清涼飲料業界における熾烈な販売競争から売上単価が下落する中、新製品の発売や、各種キャ

ンペーンなど積極的な販促活動を展開し、新たな需要の創出につとめましたが、販売数量は伸び

悩みました。

　　　その結果、当部門の売上高は、３２３億円（前年同期比 3.8％減）、営業損失は、５５百万円（前年

同期は３億円の損失）となりました。
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　 当中間期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前中間純利

益が５５８億円、減価償却費３７９億円などもあり、７１９億円（前年同期は６５０億円）となりました。投

資活動に使用された資金は、短期投資の増加３００億円、有形固定資産の取得２７５億円、投資有価証券の取

得１４５億円などにより６７３億円（前年同期は５５５億円）となり、また、財務活動に使用された資金は、

配当金の支払８３億円、自己株式の取得による支出５９億円などもあり１７５億円（前年同期は９３億円の資

金収入）となりました。この結果、当中間期末の現金及び現金同等物は２，６６７億円と前年同期末に比べ、

９４億円の増加となりました。

　　なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。

平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１６年９月期

株 主 資 本 比 率        　　　　（％） ６３．１ ６６．１ ６５．０ ６４．７ ６４．６

時価ベースの株主資本比率（％） ７６．５ ７５．３ ５８．０ ８２．５ ６９．５

債 務 償 還 年 数        　　　　（年） ０．６ ０．５ ０．３ ０．４ －

インタレスト・カバレッジ・レシオ ７８．２ ９１．９ １６９．５ １３９．７ １１８．１

　　　（注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

・株主資本比率 ： 株主資本 ／ 総資産

・時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産

　　　　　  　株式時価総額 ： 中間期末（期末）株価終値 ×中間期末（期末）発行済株

 式数（自己株式控除後）
　
・債務償還年数 ： 有利子負債 ／ 営業キャッシュ・フロー

　　　　　　　　　　　　　　　　※中間期は記載しておりません。

　 　 　　　　有利子負債      　　　　　　　： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

　　　　 　　　　　　　　　　　　　　払っている全ての負債を対象としています。
　

　　　　　  　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

 シュ・フローを使用しています。
　
・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利払い

　　　　　  　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

 シュ・フローを使用しています。

 利払い ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

 ています。
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（２）通期の見通し

　　　今後の見通しについては、米国など海外の経済情勢や原油価格の動向など、景気の先行きは依然不

透明であり、印刷業界においても、既存市場の成長鈍化に伴う競争の激化や、原材料価格値上がりな

どの影響が懸念されますが、引き続きエレクトロニクス分野の拡大と既存印刷分野の取り込みなどに

より通期業績の確保に努力していきます。

　　　現段階では、通期の連結売上高は１兆４，３５０億円、連結経常利益は１，１５０億円、連結当期

純利益は５６５億円を見込んでいます。
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４．４．４．４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等中 間 連 結 財 務 諸 表 等中 間 連 結 財 務 諸 表 等中 間 連 結 財 務 諸 表 等

中間連結比較貸借対照表中間連結比較貸借対照表中間連結比較貸借対照表中間連結比較貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

科　　　 　目
当中間連結会計期間末
(16.9.30 現在)

前中間連結会計期間末
(15.9.30 現在) 増　　　減

前連結会計年度末
(16.3.31 現在)

【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 ((((  793,921793,921793,921793,921)))) ((((  740,873740,873740,873740,873)))) (  (  (  (   53 53 53 53,,,,048048048048)))) (  (  (  (  771771771771,,,,902902902902))))

現 金 及 び 預 金 293,779 249,274  44,505 277,398

受取手形及び売掛金 396,785 382,467    14,318 400,112

有 価 証 券   6,896   11,697 △   4,801 6,706

た な 卸 資 産 75,384 76,376 △     992 69,992

繰 延 税 金 資 産 13,039 10,500    2,539 12,262

そ の 他の流動資産 13,927 15,204 △   1,277 10,278

貸 倒 引 当 金 △  5,889 △  4,645 △   1,244 △  4,846

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 ((((  737,179)737,179)737,179)737,179) ((((  741,454)741,454)741,454)741,454) ( ( ( ( △△△△     4 4 4 4,,,,275275275275)))) ((((  777741414141,,,,832832832832))))

（ 有 形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）                                        (  (  (  (  514514514514,,,,253253253253)))) (  (  (  (  527527527527,,,,024024024024)))) ((((    △△△△    12121212,,,,771771771771)))) (  (  (  (  513,175513,175513,175513,175))))

　　建 物 及 び 構 築 物 172,453 179,081 △   6,628 174,495

機械装置及び運搬具 187,293 198,390 △  11,097 190,522

　　土　　　　　　　　地 119,712 117,342    2,370 117,050

　　建 設 仮 勘 定 14,539 10,356    4,183 10,636

　　その他の有形固定資産 20,256 21,855 △   1,599 20,472

（ 無 形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産）                                        ((((         24,23424,23424,23424,234)))) ((((         26,08626,08626,08626,086)))) ((((    △△△△     1 1 1 1,,,,852852852852)))) ((((         24242424,,,,810810810810))))

　　ソ フ ト ウ ェ ア 15,529 15,616 △      87 15,573

　　その他の無形固定資産 8,705 10,470 △   1,765 9,237

（（（（    投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産    ）））） ((((     198,692198,692198,692198,692)))) ((((     188,344188,344188,344188,344)))) ((((             10,34810,34810,34810,348)))) ((((         203203203203,,,,847847847847))))

投 資 有 価 証 券 146,974 130,933    16,041 148,527

長 期 貸 付 金 9,103 9,957 △     854 8,506

繰 延 税 金 資 産 23,450 31,842 △   8,392 25,381

その他の投資その他の資産 32,655 26,139    6,516 31,960

貸 倒 引 当 金 △ 13,490 △ 10,527 △   2,963 △ 10,527

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計 1,531,1001,531,1001,531,1001,531,100 1,482,3271,482,3271,482,3271,482,327      48,773 48,773 48,773 48,773 1,1,1,1,513513513513,,,,734734734734
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

科　　　 　目
当中間連結会計期間末
(16.9.30 現在)

前中間連結会計期間末
(15.9.30 現在) 増　　　減

前連結会計年度末
(16.3.31 現在)

【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 ((((  403403403403,,,,015015015015)))) ((((  373373373373,,,,931931931931)))) ( ( ( ( 　　　　    29292929,,,,084084084084)))) (  (  (  (  391391391391,,,,693693693693))))

支払手形及び買掛金 272,224 263,144 9,080 278,315

短 期 借 入 金 14,147 11,655 2,492 8,034

一年内返済長期借入金 3,922 3,548 374 4,033

未 払 法 人 税 等 27,088 14,982 12,106 20,964

賞 与 引 当 金 15,641 14,565 1,076 14,816

そ の他の流動負債 69,993 66,037 3,956 65,531

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 ((((  114114114114,,,,104104104104)))) ((((  115115115115,,,,446446446446)))) ((((    △△△△        1111,,,,342342342342)))) (  (  (  (  119119119119,,,,277277277277))))

社 債 50,000 50,000 －－－－ 50,000

長 期 借 入 金 7,466 8,673 △   1,207 9,342

退 職 給 付 引 当 金 56,362 56,445 △      83 59,573

そ の他の固定負債 276 328 △      52 362

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 517,119517,119517,119517,119 489,377489,377489,377489,377         27,74227,74227,74227,742 510,970510,970510,970510,970

【 少 数 株 主 持 分 】【 少 数 株 主 持 分 】【 少 数 株 主 持 分 】【 少 数 株 主 持 分 】                                            

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分 24,64024,64024,64024,640 23,69423,69423,69423,694 946946946946 24,02824,02824,02824,028

【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 114,464114,464114,464114,464 114,464114,464114,464114,464 －－－－ 114,464114,464114,464114,464

資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金 144,904144,904144,904144,904 144,898144,898144,898144,898 6666 144,901144,901144,901144,901

利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金 763,144763,144763,144763,144 719,870719,870719,870719,870  43,274 43,274 43,274 43,274 743,393743,393743,393743,393

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 23,65423,65423,65423,654 15,28315,28315,28315,283 8,3718,3718,3718,371 27,27327,27327,27327,273

為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 △△△△        4,5504,5504,5504,550 △△△△        3,4043,4043,4043,404 △△△△        1,1461,1461,1461,146 △△△△         4,9354,9354,9354,935

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △△△△    52,27552,27552,27552,275 △△△△    21,85521,85521,85521,855 △△△△    30,42030,42030,42030,420 △△△△ 46,360 46,360 46,360 46,360

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計 989,341989,341989,341989,341 969,256969,256969,256969,256   20,085  20,085  20,085  20,085 978,736978,736978,736978,736

負債、少数株主持分負債、少数株主持分負債、少数株主持分負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計

1,531,1001,531,1001,531,1001,531,100 1,482,3271,482,3271,482,3271,482,327      48,773 48,773 48,773 48,773 1,513,7341,513,7341,513,7341,513,734
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中 間 連 結比較 損益計算書中間連結比較損益計算書中間連結比較損益計算書中間連結比較損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

科　　　 　目
当中間連結会計期間
(16.4.1～16.9.30)

前中間連結会計期間
(15.4.1～15.9.30) 増　　　減

前連結会計年度
(15.4.1～16.3.31)

売 上 高 682,888 658,864 24,024 1,354,101
売 上 原 価 531,876 525,405 6,471 1,073,118
販売費及び一般管理費 88,870 89,938 △  1,068 178,545
営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 62,14262,14262,14262,142 43,52143,52143,52143,521 18181818,,,,621621621621 102102102102,,,,438438438438

営 業 外 収 益 (    4,398) (    4,533) (△     135) (    8,209)
受 取 利息 及び配当 金 1,433 1,463 △     30 2,287
持分法による投資利益 144 － 144 －
そ の 他の営業外収益  2,821  3,070 △    249 5,922

営 業 外 費 用 (    3,515) (    7,629) (△  4,114) (   13,371)

支 払 利 息 607 566 41 1,171
持分法による投資損失 －  1,496 △  1,496 1,976
そ の 他の 営業外費 用  2,908  5,567 △  2,659 10,224

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 63,02563,02563,02563,025 40,42540,42540,42540,425 22222222,,,,600600600600 97979797,,,,276276276276

特 別 利 益 (    3,761) (   10,875) (△  7,114) (   13,526)
固 定 資 産 売 却 益 64 113 △     49 991
投 資 有 価 証 券 売 却 益  8  4,630 △  4,622 4,719
厚生年金基金代行部分返上益 －  6,132 △  6,132  6,132
退 職 給 付 引 当 金 取 崩 益 3,689 － 3,689 －
合弁事業再編受取分担金 － － －  1,684

特 別 損 失 (   10,959) (    8,606) (　  2,353) (   17,665)

固 定 資 産 売 除 却 損 3,070 3,979 △    909 8,531
投 資 有 価 証 券 売 却 損 66 51 15 480
投 資 有 価 証 券 評 価 損  930  270 660 1,104
関 係 会 社 整 理 損 失 977 － 977 －
関 係 会 社 株 式 評 価 損     8     225 △    217 281
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 5 － 5 17
ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額 124 13 111 86
退職給付引当金繰入額  1,743  2,117 △    374 3,886
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,606 － 1,606 －
事 業 整 理 損 失 － 1,688 △  1,688 3,010
社 債 発 行 費 用 －  255 △    255 255
従 業 員 臨 時 退 職 金  1,977  8 1,969 15
そ の 他 の 特 別 損 失 453 － 453 －
税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間((((当期当期当期当期))))純利益純利益純利益純利益 55,82755,82755,82755,827 42,69442,69442,69442,694 13131313,,,,133133133133 93939393,,,,137137137137

法人税、住民税及び事業税 23,644 12,405 11,239 35,086
法 人 税 等 調 整 額 3,580 6,929 △  3,349 3,257
少 数 株 主 利 益  501  959 △    458 1,823
中 間中 間中 間中 間 （ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益 28,10228,10228,10228,102 22,40122,40122,40122,401 5555,,,,701701701701 52525252,,,,971971971971
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中 間 連 結比較 剰余金計算書中間連結比較剰余金計算書中間連結比較剰余金計算書中間連結比較剰余金計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当中間連結会計期間
(16.4.1～16.9.30)

前中間連結会計期間
(15.4.1～15.9.30) 増　　　減

前 連 結 会 計 年 度
(15.4.1～16.3.31)

【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 （（（（  144,901 144,901 144,901 144,901）））） （（（（  144,898 144,898 144,898 144,898）））） （（（（       3      3      3      3）））） （（（（  144,898 144,898 144,898 144,898））））

資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高 （（（（       3      3      3      3）））） （（（（       0      0      0      0）））） （（（（       3      3      3      3）））） （（（（       3      3      3      3））））

自己株式処分差益 3 0 3 3

    ��������	
�	��
��������	
�	��
��������	
�	��
��������	
�	��
 （（（（  144,904 144,904 144,904 144,904）））） （（（（  144,898 144,898 144,898 144,898）））） （（（（       6      6      6      6）））） （（（（  144,901 144,901 144,901 144,901））））

【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 （（（（  743,393 743,393 743,393 743,393）））） （（（（  705,099 705,099 705,099 705,099）））） （（（（   38,294  38,294  38,294  38,294）））） （（（（  705,099 705,099 705,099 705,099））））

利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高 （（（（      28,335 28,335 28,335 28,335）））） （（（（      22,401 22,401 22,401 22,401）））） （（（（ 　　　　     5,934 5,934 5,934 5,934）））） （（（（      52,971 52,971 52,971 52,971））））

��
 �� � ��� 28,102 22,401 5,701 52,971

連結の範囲変更による
剰 余 金 増 加 高

233 － 233 －

利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高 （（（（       8,584  8,584  8,584  8,584）））） （（（（       7,630  7,630  7,630  7,630）））） （（（（           954  954  954  954）））） （（（（      14,677 14,677 14,677 14,677））））

配 当 金 8,353 7,419 934 14,466

役 員 賞 与 231 211  20 211

    ��������	
�	��
��������	
�	��
��������	
�	��
��������	
�	��
 （（（（  763,144 763,144 763,144 763,144）））） （（（（  719,870 719,870 719,870 719,870）））） （（（（   43,274  43,274  43,274  43,274）））） （（（（  743,393 743,393 743,393 743,393））））
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中間連結比較キャッシュ中間連結比較キャッシュ中間連結比較キャッシュ中間連結比較キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　　　　　　目
当中間連結会計期間
(16.4.1～16.9.30)

前中間連結会計期間
(15.4.1～15.9.30) 増　　　減

前連結会計年度
(15.4.1～16.3.31)

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 55,827 42,694 13,133 93,137
減 価 償 却 費 37,901 40,973 △　 3,072 85,182
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額   3,938   1,907 2,031 2,276
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △　 3,214 △　 1,367 △　 1,847 1,761
持 分 法 投 資 損 益 △　　 144 1,496 △　 1,640 1,976
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 549 585 △     36 1,133
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　 1,433 △　 1,463 30 △　 2,287
支 払 利 息 607 566 41 1,171
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 58 △　 4,579 4,637 △　 4,239
投 資 有 価 証 券 評 価 損 930 270 660 1,104
関 係 会 社 株 式 評 価 損 8 225 △　　 217 281
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 3,006 3,866 △　　 860 7,540
売 上 債 権 の 増 減 額 3,715 850 2,865 △ 　 17,519
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △　 5,237 △　 1,610 △　 3,627 4,085
仕 入 債 務 の 増 減 額 △　 4,739 △　 4,804 65 12,248
そ の 他 291 7,926 △　 7,635 12,820

小　　　　　　　　計 92,063 87,535 4,528 200,669
従業員臨時退職金の支払額 △　 1,870 △　　　 8 △　 1,862 △     15
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 　 18,293 △ 　 22,490 4,197 △ 　 39,167
営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー 71,90071,90071,90071,900 65,03765,03765,03765,037 6,8636,8636,8636,863 161,487161,487161,487161,487

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 投 資 の 純 増 減 額 △ 　 30,048 31 △ 　 30,079 65
有価証券の取得による支出 － △　 6,697 6,697 △　 6,703
有価証券の売却等による収入 6,700 50 6,650 50
有形固定資産の取得による支出 △ 　 27,566 △ 　 33,301 5,735 △ 　 66,684
有形固定資産の売却による収入 432 1,989 △　 1,557 3,307
投資有価証券の取得による支出 △ 　 14,548 △ 　 16,988 2,440 △ 　 18,744
投資有価証券の売却等による収入 727 7,706 △　 6,979 11,563
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,625 1,463 162 2,453
そ の 他 △　 4,622 △　 9,843 5,221 △ 　 20,047
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △△△△ 　　　　 67,30067,30067,30067,300 △△△△ 　　　　 55,59055,59055,59055,590 △△△△ 　　　　 11,71011,71011,71011,710 △△△△ 　　　　 94,74094,74094,74094,740

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △　　 104 1,276 △　 1,380 △　 1,275
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － 2,000 △　 2,000 5,100
長期借入金の返済による支出 △　 2,167 △　 4,881 2,714 △　 6,731
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － 49,745 △ 　 49,745 49,745
転換社債の償還による支出 － △ 　 29,663 29,663 △ 　 29,663
利 息 の 支 払 額 △　　 609 △　　 561 △     48 △　 1,156
配 当 金 の 支 払 額 △　 8,344 △　 7,416 △　　 928 △ 　 14,463
少数株主への配当金の支払額 △　　 371 △　　 158 △　　 213 △　　 360
自己株式の取得による支出 △　 5,931 △     65 △　 5,866 △ 　 24,588
そ の 他 19 △　　 956 975 △　　 853
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △△△△ 　　　　 17,50717,50717,50717,507 9,3219,3219,3219,321 △△△△ 　　　　 26,82826,82826,82826,828 △△△△ 　　　　 24,24424,24424,24424,244
現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 229229229229 △△△△ 　　　　          456 456 456 456 685685685685 △△△△　　　　 2,0312,0312,0312,031
現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額 △△△△ 　　　　 12,67812,67812,67812,678 18,31218,31218,31218,312 △△△△ 　　　　 30,99030,99030,99030,990 40,47240,47240,47240,472
現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 279,368279,368279,368279,368 238,896238,896238,896238,896 40,47240,47240,47240,472 238,896238,896238,896238,896
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 10101010 －－－－ 10101010 －－－－
現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末((((期末期末期末期末))))残高残高残高残高 266,700266,700266,700266,700 257,208257,208257,208257,208  9,492 9,492 9,492 9,492 279,368279,368279,368279,368
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
　　（１）連 結 子 会 社          　７３社
　　　　　・主要会社名　　　北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱
　　　　　　　　　　　　　　㈱ディー･エヌ･ピー･ロジスティクス、大日本商事㈱

　　（２）持分法適用の関連会社　　９社
　・主要会社名　　　教育出版㈱、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

　２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　（１）連 結 の 範 囲        
　　　　　・新　　　規　　　　３社　　㈱アセプティック・システム、大日本印刷ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ㈱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他１社

　　　　　・除　　　外　　　な　し

　　（２）持分法適用の範囲
　　　　　・新　　　規　　　な　し

　　　　　・除　　　外　　　な　し

　３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他１７社の中間決算日は６月３０日である

が、中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・有 価 証 券      
　　　　　　　満期保有目的の債券          主として償却原価法
　　　　　　　そ の 他 有 価 証 券          
　　　　　　　　　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主として移動平均法により算定している。）

　　　　　　　　　時価のないもの 主として移動平均法による原価法

　　　　　・デリバティブ      主として時価法
　　　　　
　　　　　・たな卸資産      製品・仕掛品については、主として売価還元法による原価法
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　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　・有 形 固 定 資 産         　　　　　当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法を採用している。
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につい
ては、主として３年間で均等償却する方法を採用してい
る。
また在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

　　　　　・無 形 固 定 資 産         　　　　　主として定額法を採用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　　（３）重要な引当金の計上基準
　　　　　・貸 倒 引 当 金         　　　　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

　　　　　・賞 与 引 当 金         　　　　　従業員に対して支給する賞与のうち、当中間連結会計期間に
負担すべき支給見込額を計上している。

　　　　　・退 職 給付 引 当金         　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生していると認められる額を計上して
いる。
会計基準変更時差異については、保有株式による退職給付信
託を設定し、残額について５年による均等額を費用処理して
いる。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として１１年）に
よる定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理している。

　　（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　（５）消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなる。
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追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報

（外形標準課税）
　　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上
の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年 2月 13 日））が公表されたことに伴い、当中間連結会計期
間から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割734 百万円を販売費及び一般管理
費として処理している。

注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

１． 有形固定資産の
減価償却累計額

930,575 百万円 896,499 百万円 913,458 百万円

２．保 証 債 務 95 百万円 95 百万円 90 百万円

３．受取手形割引高 1,150 百万円 1,150 百万円 1,150 百万円

（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

１．研 究 開 発 費 12,482 百万円 13,062 百万円 26,050 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価)
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５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報
（１）事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 302,423 216,257 131,854 32,354 682,888 － 682,888

(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 3,496 557 － － 4,053 △ 4,053 －

　　　計 305,919 216,814 131,854 32,354 686,941 △ 4,053 682,888

営　業　費　用 282,732 198,159 108,458 32,409 621,758 △ 1,012 620,746

営　業　利　益 23,187 18,655 23,396 △   55 65,183 △ 3,041 62,142

　前中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 300,955 214,077 110,192 33,640 658,864 － 658,864

(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 3,635 152 22 － 3,809 △ 3,809 －

　　　計 304,590 214,229 110,214 33,640 662,673 △ 3,809 658,864

営　業　費　用 286,195 198,881 96,750 33,958 615,784 △   441 615,343

営　業　利　益 18,395 15,348 13,464 △  318 46,889 △ 3,368 43,521

前連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 622,466 425,523 236,402 69,710 1,354,101 － 1,354,101

(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 7,350 543 24 － 7,917 △  7,917 －

　　　計 629,816 426,066 236,426 69,710 1,362,018 △  7,917 1,354,101

営　業　費　用 586,147 393,623 203,399 70,082 1,253,251 △  1,588 1,251,663

営　業　利　益 43,669 32,443 33,027 △   372 108,767 △  6,329 102,438

（２）所在地別セグメント情報
　　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高
の合計に占める日本の割合が９０％を超えているため記載を省略している。
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（３）海外売上高

当 中 間 連 結 会計 期 間              　（自平成16年 4月 1日　至平成16年 9月 30日）

アジア その他 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 73,179 百万円 36,317 百万円 109,496 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 682,888 　〃

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

10.7 ％ 5.3 ％ 16.0 ％

　（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
　　　　２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。

　　　　　　　　アジア：台湾、韓国、中国、インドネシア
　　　　　　　　その他：アメリカ、フランス、ドイツ、イギリス、イタリア
　　　　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

前 中 間 連 結 会計 期 間              　（自平成15年 4月 1日　至平成15年 9月 30日）

合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 97,607 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 658,864 　〃

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

14.8 ％

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
　　　　２．連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。

前 連 結 会 計 年 度              　（自平成15年 4月 1日　至平成16年 3月 31日）

合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 201,368 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 1,354,101 　〃

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

14.9 ％

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
　　　　２．連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。

６．リ６．リ６．リ６．リ ーーーー スススス 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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７．７．７．７．有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係

　当中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日現在）

　　１．その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　額
(１)　株　　  　　式 54,106 百万円 94,187 百万円 40,081 百万円
(２)　債　　  　　券 27,959 27,994 35
(３)　そ　  の　  他 10 12  　　 2

　　 計 82,075 122,193 40,118

　　２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(１) 満期保有目的の債券
　　　 非上場外国債券  3,000 百万円
　　　 そ　　の　　他 17

(２) その他有価証券
　　　 非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 25,730 百万円
　　　 そ　　の　　他 94

　前中間連結会計期間末（平成１５年９月３０日現在）

　　１．その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　額
(１)　株　　  　　式 55,660 百万円 81,473 百万円 25,813 百万円
(２)　債　　  　　券 21,061 21,030 △　　 31
(３)　そ　  の　  他 62 84  　　 22

　　 計 76,783 102,587 25,804

　　２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(１) 満期保有目的の債券
　　　 非上場外国債券  5,000 百万円
　　　 そ　　の　　他 18

(２) その他有価証券
　　　 非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 25,889 百万円
　　　 コマーシャルペーパー 5,000
　　　 そ　　の　　他 131
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　前連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在）

　　１．その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差　　　額
(１)　株　　  　　式 54,713 百万円 100,885 百万円 46,172 百万円
(２)　そ　  の　  他 20,903 20,934  　　 31

　　 計 75,616 121,819 46,203

　　２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(１) 満期保有目的の債券
　　　 非上場外国債券 3,000 百万円
　　　 そ　　の　　他 23

(２) その他有価証券
　　　 非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 26,361 百万円
　　　 そ　　の　　他 16

８．デ８．デ８．デ８．デ    リリリリ    ババババ テテテテ ィィィィ ブブブブ 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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